
○ 令和３年９月に、強力な総合調整機能を有するデジタル庁を設置。官民の高度専門人材を

結集し５００名規模の体制。情報システム予算の一括計上を進め３，０００億円規模の予算を

措置し、政府全体の情報システムを一元的に管理。

○ 沖縄振興策を総合的・積極的に推進するため、沖縄振興予算について所要額を積み上げ、

３，０１０億円 を計上。 ※自動車安全特別会計空港整備勘定計上分を含む。

○ 地域活性化の自主的・先導的な取組を支援する「地方創生推進交付金（１，０００億円）」に

おける移住支援事業を拡充するとともに、企業・自治体のマッチング支援を行う「地方創生テレ

ワーク推進事業（１．２億円）」等により、地方へ人や仕事の流れを拡大。

（注）令和２年度予算額は「臨時・特別の措置」を除く。【 】は、うち内閣主計官担当分。

令和３年度 内閣・内閣本府等及びデジタル庁関係予算のポイント（概要）

所管 令和２年度 令和３年度 増▲減額

内閣・内閣本府等 ３８，５３９【５,５６７】 ４０，２３６【５,７６２】 ＋１，６９７【＋１９５】

内閣 １，７６１【１,１６９】 ３，８０１【１,４２７】 ＋２，０４０【＋２５７】

内閣本府等 ３６，７７８【４,３９８】 ３６，４３５【４,３３５】 ▲３４３【▲６３】

デジタル庁 － ３６８【８９】 ＋３６８【＋８９】

（単位：億円）

※

記 事 解 禁
令和３年度予算政府案閣議決定後
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令和３年度 東日本大震災復興特別会計予算フレーム
（単位：億円）

令和２年度予算
（当初）

令和３年度予算
対前年度

（ 歳 入 )

復興特別所得税 4,111 3,920 ▲191

一般会計からの繰入 209 42 ▲166

特別会計からの繰入 － 2 ＋2

税外収入 7,179 3,170 ▲4,008

復興公債金 9,241 2,183 ▲7,058

計 20,739 9,318 ▲11,422

（ 歳 出 ）

東日本大震災復興経費（復興庁一括計上） 14,024 6,216 ▲7,808

震災復興特別交付税 3,398 1,325 ▲2,073

国債整理基金特別会計への繰入等 317 277 ▲41

復興加速化・福島再生予備費 3,000 1,500 ▲1,500

計 20,739 9,318 ▲11,422

※四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。
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令和３年度 東日本大震災復興特別会計予算の概要（総額 ９，３１８億円）

■ 被災者支援 ３６２億円

○ 「第２期復興・創生期間」の初年度である令和３年度予算においては、
 地震・津波被災地域では、心のケア等の被災者支援などきめ細かい取組を着実に推進するとともに、
 原子力災害被災地域では、帰還・移住等の促進など本格的な復興・再生に向けた取組を推進する
など、復興のステージに応じたきめ細やかな取組を継続。

（注１）上記の他、震災復興特別交付税１，３２５億円、予備費１，５００億円等 （注２）復興財源フレーム対象経費は４，９８３億円（予備費除く）

○ 生活再建のステージに応じた切れ目のない支援を実施。

・被災者⽀援総合交付⾦（１２５億円）・被災した児童⽣徒等への就学等⽀援（３４億円）・地域医療再⽣基⾦（５４億円） 等

■ 住宅再建・復興まちづくり ５４０億円

■ 原子力災害からの復興・再生 ４，６７３億円

■ 創造的復興 １３２億円

○ 災害公営住宅に関する支援を継続するほか、災害復旧等について支援を継続。

・家賃低廉化・特別家賃低減事業（２２４億円）・森林整備事業（４７億円）・災害復旧事業（１６１億円） 等

○ 生活再開に必要な帰還環境整備や特定復興再生拠点区域の整備、中間貯蔵施設の整備等を着実に推進。
・福島再⽣加速化交付⾦（７２１億円）・福島⽣活環境整備・帰還再⽣加速事業（９１億円）
・特定復興再⽣拠点整備事業（６３７億円） ・中間貯蔵施設の整備等（１，８７２億円） 等

○ 福島をはじめ東北地方の「創造的復興」を成し遂げるための取組を推進。

・移住等の促進（福島再⽣加速化交付⾦の内数） ・福島イノベーション・コースト構想関連事業（７５億円） 等

■ 産業・生業（なりわい）の再生 ４５９億円

○ 水産加工業等へのソフト支援や、福島県農林水産業の再生等の取組を引き続き実施。

・復興⽔産加⼯業等販売回復促進事業（１１億円）・福島県農林⽔産業再⽣総合事業（４７億円）
・⾃⽴・帰還⽀援雇⽤創出企業⽴地補助⾦（２１５億円） 等
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７,１２０億円 1ドル110円

７,０９７億円 1ドル108円

（注）ＯＤＡ事業量は、円借款、ＯＤＡ予算（当初＋前年度補正）、国際機関向け拠出国債等発行額の合計。

＜外交実施体制強化のための施策例（27当初で「100億円増」)＞

令和３年度 外交関係予算のポイント（概要）

○ 新型コロナウイルス感染症の国際的な収束に向けた保健分野のＯＤＡの拡充等により、事業量、予算額とも増加

３年度 ２年度 増減

ＯＤＡ事業量 ２兆６,９４０億円 ２兆４,００３億円 ＋２，９３７億円(＋12.2％)

一般会計ＯＤＡ予算 ５,６８０億円 ５,６１０億円 ＋６９億円(＋1.2％)

【ＯＤＡ】

４６＋一般的な政策経費
２,５３４

任意
拠出金
３３６

分担金・
義務的
拠出金
１,０３２

無償資金協力
１,６３２

技術協力等（ＪＩＣＡ）
１,５１７

○ 外務省予算は、保健分野のＯＤＡやデジタル化の推進等に重点的に措置（総額では２年連続の減、特殊要因除きでは４年ぶりの減）

３年度 ２年度 増減

外務省予算（総額） ７,０９７億円 ７,１２０億円 ▲２３億円(▲0.3％)

うち、ＯＤＡ予算 ４,４９８億円 ４,４２９億円 ＋６９億円(＋1.6％)

【外務省予算】

４３＋１,５１６ ２,５５６１,６３２ ３３９ １,０３４
（参考）
２年度

○ ３年度外務省予算の概要は、以下のとおり

（注１）内閣官房へのシステム関係経費の移管分（１３８億円）を含む。移管分を除く３年度の外務省予算（総額）は６,９５９億円。
（注２）ＯＤＡ予算は、無償資金協力、技術協力の全部に加え、国際機関への拠出金等の一部等が該当。

・オリパラ接遇経費
・在外投票実施
・抗インフル薬備蓄

・オリパラ接遇経費

（特殊要因）

（注１）

（注２）

（注）

（注）「一般的な政策経費」のうち、システム関係経費
（１３８億円）は内閣官房予算として計上。
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＜外交実施体制強化のための施策例（27当初で「100億円増」)＞

政府全体ＯＤＡ予算の推移（当初＋前年度補正）

（単位：億円）
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